和光市北エリア「人生１００年・介護予防拠点運営事業」
仕様書
１　業務の名称
和光市北エリア新介護予防拠点設置運営業務委託
２　事業目的

本事業は、介護保険法第１１５条の４５の規定による地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業として実施するものです。

和光市では、介護保険法の基本理念である、高齢者の「自立支援」「尊厳の保持」の理念のもと、平成１２年度の介護保険制度施行当初から、介護予防を和光市の介護保険の重点施策として掲げてきました。

本事業では、日常生活圏域北エリアにおいて介護予防拠点を設置し、高齢者の「通いの場」として、高齢者がフレイル状態（虚弱な状態）になることの予防を目的とする事業を実施します。また、第五次和光市総合振興計画の目標像６「高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる」、「民間事業者との連携」といったことを基本とし、人生１００年時代を見据え、高齢者が単なるサービスの受け手としてだけではなく、高齢者自らが自身の経験や強味を生かした発信者となり、市民を孤立・孤独にさせない「生き生きとした地域づくり」をめざした新しい介護予防の拠点としていきます。
３　事業内容

和光市介護予防・日常生活支援総合事業「北エリア新介護予防拠点」運営業務（以下、新介護予防拠点運営業務とする）は、以下の事業を実施する。

１　日常生活圏域北エリアにおいて、高齢者等の通いの場となる介護予防拠点を設置

２　介護予防拠点運営業務

①　「通いの場」における高齢者等に対する健康づくりや介護予防に資する事業

②　新しい介護予防拠点を基点とし、高齢者等が多様な形で社会参加することを推進していく事業

③　北エリアの地域団体（自治会、民生委員、地区社会福祉協議会等）や介護事業者、民間事業者とのネットワークに参画し、地域の見守りネットワークに寄与する事業

④　地域の孤立状態に陥る高齢者層や中高年層にも届きうる、新しい介護予防事業の開発

⑤　④に掲げた新しい介護予防事業の開発にあたって、定期的に和光市と協議していく会議体を設置し、運営する事業

⑥　事業のちらし等の広報媒体の作成及び事業の広報活動
４　業務実施体制
①　本事業の実施にあたっては、高齢者等が１０人以上通所できる「通いの場」の機能をもった施設を有すること。

②　本事業の業務を行う職員を常時２名以上配置する。うち１名については常勤専従として配置するものとする。当該職員は、有資格者でなくともよいが、社会福祉士や高齢者の介護経験者（ヘルパー資格、介護福祉士等）等の有資格者または経験者が望ましい。

　③　業務実施日、業務時間については、和光市の休日を定める条例（平成４年１２月２４日条例第１４号）に規定する休日を除く毎日。ただし、和光市と受託者との協議により業務を要しない日時等を別に定めることができるものとする。
なお、事業の状況により、上記時間外の対応が必要となる場合は、別途和光市と協議すること。

５　運営業務委託契約期間

　　令和５年４月１日から令和６年３月３１日

　　なお、次年度以降の契約期間については、別途協議の上定めるものとする。

６　実施状況報告
①　実施状況報告書
受託者は、業務内容について実施計画を作成し、実施状況について和光市へ報告するものとする。なお、報告の方法や報告書の様式については和光市と協議の上、別途定めるものとする。
②　完了報告
受託者は、この事業を完了したときは、受託完了後速やかに委託業務完了報告書、　　収支報告書及び実績報告書を作成し提出すること。
７　その他
①　個人情報の保護
受託者は、本事業を実施する上で、個人情報を取り扱う場合には、個人情報保護法

（平成１５年法律第５７号）、和光市個人情報保護条例を遵守すること。

②　守秘義務
受託者は、本事業を行うに当たり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の
利益のために利用することはできない。また委託業務終了後も同様とする。
③　再委託の制限
受託者が本事業の一部を第三者に委託する場合には、あらかじめ和光市に対し、別
途契約で定める方法により再委託する業務の内容、再委託先、再委託に対する管理方
法等の必要事項を報告し、承認を得なければならない。
④　備品等の取扱い
本事業の実施に必要となる機械・器具・訪問用乗用車等については受託者で対応す
るものとする。
⑤　苦情対応
利用者から事業者に対する苦情等に関する対応は、原則として受託者の責任において行うこと。
⑥　危機管理
機器等の障害が発生した場合だけでなく、様々な障害、事故、災害などの緊急事態
が発生した場合においても、業務の遂行に支障を来すことがないよう十分な対応策を
講じること。
⑦　研修
本業務を担当する職員への研修は基本的に受託者が行うものとするが、必要に応じ和光市も協力することとする。
⑧　その他

本仕様書に定めのない事項については、受託者と和光市双方で協議の上、定めるものとする。

